
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

私 たちの 

憲法 



 

 

憲法を生かして平和で明るい社会を 

 

北本市長  三宮 幸雄    

 

 

 

昭和２２年（１９４７年）５月３日に施行された

「日本国憲法」は、「平和主義」・「国民主権」・「基本

的人権の尊重」を基本理念とするわが国の最高法規

です。 

日本国憲法の基本理念を一人一人が、しっかりと

理解し、日々の暮らしの中に生かしていくことが必

要です。このことは、私たちの権利を守り、生活を

支えていくうえで、とても大切なことです。 

北本市では、毎年、戦争の愚かさや平和の尊さを

市民一人ひとりが見つめ直す機会として、「平和を考 

える集い」を、人権を守る意識の向上を図るために、「人権を守る市民の集い」を開催

しています。 

また、昭和６１年（１９８６年）には、平和を願い、平和を維持していくことを市

民一丸となって推進していくために、「世界連邦平和都市宣言」と「非核平和都市宣

言」を市議会で決議しています。 

日本国憲法が私たちの生活にしっかりと根付き、平和で明るい社会を築くために期

待をこめて「私たちの憲法」を作成しました。この小冊子が、少しでも平和で明るい

世界を作っていくために役立てばよいと願います。 
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北本市ではさまざまな平和事業を行っています 

昭和 61年（1986年）の市議会で「世界連邦平

和都市宣言」「北本市非核平和都市宣言」が議

決され、全世界の人々と手を携えて人類永遠の

平和確立のため努力することと、世界中の核兵

器が速やかに廃絶されるように、あらゆる可能

な運動を展開することを宣言しています。 
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ま え が き  

憲法
けんぽう

ってなんだろう？ 私
わたし

たちの暮
く

らしと日本
に ほ ん

国
こく

憲法
けんぽう

は、どんなつながりがあるのでしょう

か
 

？ 

 

１ 憲法とは 

どの国も、政治
せ い じ

は一定の規範
き は ん

（ルール）にしたがって行われています。この規範 の中でも

最高
 

のものを憲法といいます。 

日本国憲法は、わが国の最高法規
ほ う き

として、国民
こくみん

主権
しゅけん

・平和
へ い わ

主義
し ゅ ぎ

・基本的
きほんてき

人権
じんけん

の尊重
そんちょう

を明かに

するとともに、憲法の尊重と擁護
よ う ご

について、国の守るべき義務
ぎ む

としたものです。 

 

２ 日本国憲法の誕生
たんじょう

 

第２次世界大戦は、アジア・太平洋諸国
しょこく

をはじめ全世界の人々に、大きな損害
そんがい

と苦痛
く つ う

をもたら

し、昭和２０年（１９４５年）８月１４日、日本がポツダム宣言
せんげん

を受
じゅ

諾
だく

し、同１５日に無条件
むじょうけん

降伏
こうふく

することにより、終結
しゅうけつ

しました。日本国憲法は、政府
せ い ふ

の行為
こ う い

によって再
ふたた

び戦争の惨禍
さ ん か

を起こさ

ないことを決意
 

し、主権が国民にあることを宣言して、誕生しました。日本国憲法は、昭和２１

年  

（１９４６年）１１月３日に公布
こ う ふ

され、6か月後の昭和２２年（１９４７年）５月３日に施行
し こ う

されています。 

 

３ 日本国憲法の主な内容 

（１）国民
 

主権（第 1条） 

国民
 

こそが政治の主権者である国民主権 

（２）平和
 

主義（第 9条） 

平和を貫
つらぬ

き戦争を放棄
ほ う き

する平和主義 

（３）基本的
 

人権の尊重（第 11 条） 

国民一人ひとりの人権が最大限
さいだいげん

尊重される基本的人権の尊重 

（４）三権
さんけん

分立
ぶんりつ

の原則（第 41条立法権
りっぽうけん

、第 65条行政権
ぎょうせいけん

、第 76条司
し

法権
ほうけん

） 

権力の乱用
らんよう

を防止
ぼ う し

するため、立法権・行政権・司法権を相互
そ う ご

に独立
どくりつ

させ、三機関 （国会・

内閣
ないかく

・最高裁判所
さいばんしょ

）に受け持たせる三権分立の原則 
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日本国憲法 

 

前 文 

日本
 

国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらとわれらの子孫

のために、諸国民との協和による成果と、わが国全土にわたって自由のもたらす恵沢
けいたく

を確保
か く ほ

し、

政府の行為
こ う い

によって再
ふたた

び戦争の惨禍
さ ん か

が起ることのないやうにすることを決意し、ここに主権
しゅけん

が

国民に存
そん

することを宣言
せんげん

し、この憲法
けんぽう

を確定する。そもそも国政
こくせい

は、国民の厳粛
げんしゅく

な信託
しんたく

による

ものであつて、その権威
け ん い

は国民に由来
ゆ ら い

し、その権力は国民の代表者がこれを行使
こ う し

し、その福利
ふ く り

は

国民がこれを享受
きょうじゅ

する。これは人類普遍
ふ へ ん

の原理であり、この憲法は、かかる原理に基
もとづ

くもので

ある。われらは、これに反する一切の憲法、法令
ほうれい

及び
およ

詔 勅
しょうちょく

を排除
はいじょ

する。 

日本国民は、恒久
こうきゅう

の平和を念願し、人間相互
そ う ご

の関係を支配する崇高
すうこう

な理想を深く自覚するの

であって、平和を愛する諸国民の公正
こうせい

と信義
し ん ぎ

に信頼して、われらの安全と生存
せいぞん

を保持
ほ じ

しようと決

意した。われらは、平和を維持
い じ

し、専制
せんせい

と隷従
れいじゅう

、圧迫
あっぱく

と偏狭
へんきょう

を地上から永遠
えいえん

に除去
じょきょ

しようと努

めてゐる国際社会において、名誉
め い よ

ある地位を占
し

めたいと思ふ。われらは、全世界の国民が、ひと

しく恐怖
きょうふ

と欠乏
けつぼう

から免
まぬ

かれ、平和のうちに生存する権利を有することを確認
かくにん

する。 

われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念
せんねん

して他国を無視してはならないのであつ

て、政治道徳の法則は、普遍的
ふへんてき

なものであり、この法則に従
したが

ふことは、自国の主権を維持し、

他国と対等関係に立とうとする各国の責務
せ き む

であると信ずる。 

日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的を達成することを誓
ちか

ふ
う

。 

 

 

第一章 天皇 
 

【天皇
てんのう

の地位・国民主権】 

第一条 天皇は、日本国の象 徴
しょうちょう

であり日本国民統合
とうごう

の象徴であって、この地位は、主権の存す

る日本
 

国民の総意に基く。 

【皇位
こ う い

の継承
けいしょう

】
）

 

第二条 皇位は、世襲
せしゅう

のものであつて、国会の議決した皇室
こうしつ

典範
てんぱん

の定めるところにより、これを

継承
 

する。 

【天皇の国事
こ く じ

行為に対する内閣
ないかく

の助言と承認
しょうにん

】 

第三条 天皇
 

の
 

国事に関するすべての行為には、内閣の助言と承認を必要とし、内閣が、その責

任を
 

負ふ。 

【天皇の権能
けんのう

の限界
げんかい

、天皇の国事行為の委任
い に ん

】 

第四条 天皇
 

は、この憲法の定める国事に関する行為のみを行い、国政に関する権能を有しない。 

２ 天皇
 

は、法律
ほうりつ

の定めるところにより、その国事に関する行為を委任することができる。 
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【摂政
せっしょう

】
）

 

第五条 皇室
こうしつ

典範
てんぱん

の定めるところにより摂政を置くときは、摂政は、天皇
てんのう

の名でその国事に関す

る行為
こ う い

を行ふ。この場合には、前条第一項
こう

の規定
き て い

を準用
じゅんよう

する。 

【天皇の任命権
にんめいけん

】 

第六条 天皇は、国会の指名に基
もとづ

いて、内閣
ないかく

総理
そ う り

大臣
だいじん

を任命する。 

２ 天皇は、内閣の指名に基いて、最高
さいこう

裁判所
さいばんしょ

の長
ちょう

たる裁判官を任命する。 

【天皇
 

の国事行為】 

第七条 天皇
 

は、内閣の助言と承認により、国民のために、左の国事に関する行為を行ふ。 

一 憲法
けんぽう

改正
かいせい

、法律
ほうりつ

、政令
せいれい

及
およ

び条約
じょうやく

を公布
こ う ふ

すること。 

二 国会を召 集
しょうしゅう

すること。 

三 衆議院
しゅうぎいん

を解散すること。 

四 国会議員の総選挙の施行
し こ う

を公示
こ う じ

すること。 

五 国務
こ く む

大臣
だいじん

及
およ

び法律の定めるその他の官吏
か ん り

の任免
にんめん

並
ならび

に全権委任状及び大使及び公使
こ う し

の信

任状を認証
にんしょう

すること。 

六 大赦
たいしゃ

、特赦
とくしゃ

、減刑
げんけい

、刑
けい

の執行
しっこう

の免除
めんじょ

及
およ

び復権
ふっけん

を認証すること。 

七 栄典
えいてん

を授与
じ ゅ よ

すること。 

八 批准書
ひじゅんしょ

及
およ

び法律の定めるその他の外交
がいこう

文書
ぶんしょ

を認証すること。 

九 外国
がいこく

の大使
た い し

及
およ

び公使
こ う し

を接受
せつじゅ

すること。 

十 儀式
ぎ し き

を行ふこと。 

【皇室
こうしつ

の財産
ざいさん

授受
じゅじゅ

】 

第八条 皇室に財産を譲
ゆず

り渡し、又
また

は皇室が、財産を譲り受け、若
も

しくは賜与
し よ

することは、国会

の議決に
 

基かなければならない。 

 

 

第二章 戦争の放棄 
 

【戦争の放棄
ほ う き

、軍備
ぐ ん び

及
およ

び交戦権
こうせんけん

の否認
ひ に ん

】 

第九条 日本国民は、正義
せ い ぎ

と秩序
ちつじょ

を基調
きちょう

とする国際平和を誠実
せいじつ

に希求
ききゅう

し、国権
こっけん

の発動たる戦争と、

武力による威嚇
い か く

又
また

は武力の行使
こ う し

は、国際紛争
ふんそう

を解決する手段としては、永久にこれを放棄
ほ う き

す

る
 

。 

２ 前項
ぜんこう

の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持
ほ じ

しない。国の交戦権は、こ

れを認
みと

めない。 
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北本市は、命の尊厳と平和の維持・拡大に努める機会となることを目的に、昭和 62 年度から

「平和を考える集い」を夏に実施しています。 

また、事業の実施に当たっては、「北本市平和を考える実行委員会」を設置しています。この

実行委員会は、「北本市平和を考える月間」における平和啓発活動の企画・運営、市主催の「平

和を考える集い」の運営支援を行っています。 

なお、委員は市民団体及び企業からの選出委員と公募による委員で構成し、毎年、委員の募集

を行っています。 

 

 

 

 

 

平和と繁栄を享受する私たちは、過去の戦禍の歴史に正面から向き合い、受け継ぎ、未来へと

引き渡す責任があります。 

日本国憲法前文に「全世界の国民がひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権

利を有する」、また北本市人権尊重都市宣言に「人種・性別・民族・宗教・社会的地位の違いを

理由とした、いかなる差別もない平等で明るい社会を実現する」とあり、平和を維持していくこ

とは私たちの責務です。 

毎年夏に開催される「平和を考える集い」では、祖国を思い、家族を案じつつ、戦場に赴かれ

た人々、戦禍に会われて亡くなった人々、また特定民族への迫害、生存する権利への圧迫などの

歴史を次代に伝えています。そして、命の尊厳と平和の維持・拡大が、世代を超えて語り継がれ

るように努めています。 

平和を考える集い 

平和を考える集いと平和を考える実行委員会 
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平和を考える集いでは、次世代を担う青少年に

平和の精神を培うとともに、平和な社会の重要性

について理解してもらうことを目的として、市内

中学生からを応募のあったポスター・標語の展示

を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北本市平和を考える実行委員会の「高校生

が平和を求めて手作りしたものが欲しい」という

意見を取り入れ、北本高校美術部にモニュメン

トの制作を依頼しました。 

北本高校美術部では、平成２年（２００９年）

夏、先生方の指導のもと、部員たちが相談し、

平和を祈願する心の象徴として鶴を素材とした

モニュメントを制作しました。 

高校生が平和への想いを込めた鶴のモニュメントは、毎年、平和を考える集いに展示されています。 

なお、毎年８月６日に平和記念式典が開催される広島平和記念公園に設置されている「原爆の子」

の像には、多くの千羽鶴が供えられています。像のモデルは、被爆による白血病で 12 歳で亡くなった

佐々木禎子さんです。禎子さんは、自らの回復を祈りつつ、病床で鶴を折り続けました。 

 

 

 

平和モニュメント 鶴 

中学生平和ポスター・標語展 
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小学校「原爆詩・被爆体験記朗読会」は、国立広

島原爆死没者追悼祈念館が推進する平和事業の一

つとして全国自治体において開催され、青少年への

平和意識の醸成を目的に実施しています。 

この朗読会は毎年、市内７小学校において、6 年

生とその保護者の方を対象に、学校及び市内の朗

読ボランティアグループ「かばざくら」との協働による

事業として、平成１８年度（２００６年度）からボランテ

ィアの人と児童等とが一緒になって朗読を行ってい

ます。 
 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年の戦後 70 年に当たっての内閣総理大臣談話（抜粋）には、「先の大戦では、三百万余の

同胞の命が失われました。広島や長崎の原爆投下、東京をはじめ各都市での爆撃、沖縄戦における

地上戦などによって、たくさんの人々が、無残にも犠牲になりました。これほどまでの尊い犠牲の上に、

現在の平和がある。これが戦後日本の原点です。私たち日本人は、世代を超えて、過去の歴史に正面

から向き合わなければなりません。謙虚な気持ちで、過去を受け継ぎ、未来へと引き渡す責任がありま

す」とあります。 

昭和２０年８月６日、アメリカ軍によっ

て広島に投下された原子爆弾は、想像

を絶する破壊力で無数の生命を奪い

去りました。 

この惨状を描いたのが、丸木美術館

の原爆の図です。北本市では、丸木美

術館の原爆の図を平成１８年度 

（２００６年度）から毎年度３部、平和を

考える集いで展示しています。 

 

 

  

たくさん人々の尊い犠牲の上に、現在の平和と繁栄があります。 

二度と戦争の惨禍をくり返してはいけません。 

 

小学校「原爆詩・被爆体験記朗読会」 
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恒久平和のために、忘れてはいけないことがあります。 

後世に伝えたい、残したいものがあります。 
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第三章  国民の権利及び義務  

 

【国民の要件
ようけん

】 

第十条 日本
 

国民たる要件は、法律
ほうりつ

でこれを定める。 

【基本的人権
じんけん

の享有
きょうゆう

】 

第十一条 国民は、すべての基本的人権の享有を妨
さまた

げられない。この憲法
けんぽう

が国民に保障
ほしょう

する基

本的人権は、侵
おか

すことのできない永久
えいきゅう

の権利
け ん り

として、現在及び将来の国民に与へられる。 

【自由・権利の保持
ほ じ

の責任
せきにん

とその濫用
らんよう

の禁止
き ん し

】 

第十二条 この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断
ふ だ ん

の努力によつて、これを保

持しなければならない。又
また

、国民は、これを濫用してはならないのであつて、常
つね

に公共の福

祉の
 

ためにこれを利用する責任を負ふ。 

【個人の尊重
そんちょう

・幸福追求権・公共の福祉】 

第十三条 すべて国民
 

は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権

利については、公共の福祉に反しない限
かぎ

り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要と

する。 

【法の下の平等、貴族
き ぞ く

の禁止、栄典
えいてん

】 

第十四条 すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条
しんじょう

、性別、社会的身分又は門地
も ん ち

に

より、政治的
 

、経済的又は社会的関係において、差別されない。 

２ 華族
か ぞ く

その他の貴族の制度
せ い ど

は、これを認
みと

めない。 

３ 栄誉
え い よ

、勲章
くんしょう

その他の栄典の授与
じ ゅ よ

は、いかなる特権も伴
ともな

はない。栄典の授与は、現にこれ

を有し、又は将来これを受ける者の一代に限り、その効力
こうりょく

を有する。 

【公務員
こうむいん

の選定及び罷免権
ひめんけん

、公務員の本質、普通
ふ つ う

選挙の保障、秘密
ひ み つ

投票の保障】 

第十五条 公務員
 

を選定し、及びこれを罷免することは、国民固有の権利である。 

２ すべて公務員は、全体の奉仕者
ほうししゃ

であつて、一部の奉仕者ではない。 

３ 公務員
 

の選挙については、成年者による普通選挙を保障する。 

４ すべて選挙における投票の秘密は、これを侵
おか

してはならない。選挙人は、その選択
せんたく

に関し

公的にも私的
し て き

にも責任を問はれない。 

【請願権
せいがんけん

】 

第十六条 何人
なんびと

も、損害
そんがい

の救済
きゅうさい

、公務員の罷免、法律、命令又は規則
き そ く

の制定、廃止
は い し

又は改正そ

の他の事項
じ こ う

に関し、平穏
へいおん

に請願する権利を有し、何人も、かかる請願をしたためにいかなる

差別待遇
たいぐう

も受けない。 

【国及び公共団体の賠償
ばいしょう

責任】 

第十七条 何人も、公務員の不法行為
こ う い

により、損害
そんがい

を受けたときは、法律の定めるところによ

り、国
 

又は公共団体に、その賠償を求めることができる。 
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【奴隷的
どれいてき

拘束
こうそく

及び苦役
く え き

からの自由】 

第十八条 何人
なんびと

も、いかなる奴隷的拘束も受けない。又、犯
はん

罪
ざい

に因
よ

る処罰
しょばつ

の場合を除
のぞ

いては、

その意
 

に反する苦役に服させられない。 

【思想
 

及び良心の自由】 

第十九条 思想
 

及び良心の自由は、これを侵
おか

してはならない。 

【信教
しんきょう

の自由】 

第二十条 信教
 

の自由は、何人に対してもこれを保障
ほしょう

する。いかなる宗教団体も、国から特権

を受け、又は政治上の権力を行使
こ う し

してはならない。 

２ 何人も、宗教上の行為
こ う い

、祝典
しゅくてん

、儀式
ぎ し き

又は行事に参加することを強制されない。 

３ 国
 

及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない。 

【集会・結社
けっしゃ

・表現の自由、通信の秘密
ひ み つ

】 

第二十一条 集会、結社及び言論
げんろん

、出版
しゅっぱん

その他一切の表現の自由は、これを保障する。 

２ 検閲
けんえつ

は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵してはならない。 

【居住・移転
い て ん

及び職 業
しょくぎょう

選択
せんたく

の自由、外国移住
いじゅう

及び国籍
こくせき

離脱
り だ つ

の自由】 

第二十二条 何人
 

も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有する。 

２ 何人
 

も、外国に移住し、又は国籍を離脱する自由を侵されない。 

【学問
 

の自由】 

第二十三条 学問
 

の自由は、これを保障する。 

【家族生活における個人の尊厳
そんげん

と両性の平等】 

第二十四条 婚姻
こんいん

は、両性の合意のみに基
もとづ

いて成立し、夫婦
ふ う ふ

が同等の権利
け ん り

を有することを基本

として、相互
そ う ご

の協力により、維持
い じ

されなければならない。 

２ 配偶者
はいぐうしゃ

の選択
せんたく

、財産権、相続
そうぞく

、住居の選定、離婚
り こ ん

並
なら

びに婚姻及び家族に関するその他の事
じ

項
こう

に関しては、法律
ほうりつ

は、個人の尊厳
そんげん

と両性の本質的平等に立脚
りっきゃく

して、制定
せいてい

されなければなら

ない。 

【生存権
せいぞんけん

、国の社会的使命】 

第二十五条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度
げ ん ど

の生活を営
いとな

む権利を有する。 

２ 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及
およ

び公衆
こうしゅう

衛生
えいせい

の向上及び増進に努
 

めなければならない。 

【教育を受ける権利、教育の義務
ぎ む

】 

第二十六条 すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応
おう

じて、ひとしく教育を

受
 

ける権利を有する。 

２ すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護
ほ ご

する子女に普通
ふ つ う

教育を受けさせる義

務を負ふ。義務教育は、これを無償
むしょう

とする。 

【勤労
きんろう

の権利及び義務、勤労条件
じょうけん

の基準
きじゅん

、児童酷使
こくし

の禁止
き ん し

】 

第二十七条 すべて国民
 

は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。 

２ 賃金
ちんぎん

、就 業
しゅうぎょう

時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法律でこれを定める。 
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３ 児童は、これを酷使
こ く し

してはならない。 

【勤労者
きんろうしゃ 

の団結権】 

第二十八条 勤労者の団結する権利及び団体交渉
こうしょう

その他の団体行動をする権利は、これを保障
ほしょう

する
 

。 

【財産権
 

】 

第二十九条 財産権は、これを侵
お か

してはならない。 

２ 財産権の内容は、公共の福祉に適合
てきごう

するやうに、法律
ほうりつ

でこれを定める。 

３ 私有
し ゆ う

財産は、正当な補償
ほしょう

の下に、これを公共のために用ひることができる。 

【納税
のうぜい

の義務
ぎ む

】 

第三十条 国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ。 

【法定の手続きの保障
ほしょう

】 

第三十一条 何人
なんびと

も、法律の定める手続によらなければ、その生命若
も

しくは自由を奪
うば

はれ、又
また

はその他の刑罰
けいばつ

を科せられない。 

【裁判
さいばん

を受ける権利】 

第三十二条 何人
 

も、裁判所において裁判を受ける権利を奪はれない。 

【逮捕
た い ほ

の要件
ようけん

】 

第三十三条 何人も、現行犯
げんこうはん

として逮捕
た い ほ

される場合を除
のぞ

いては、権限
けんげん

を有する司法
し ほ う

官憲
かんけん

が発

し、且
か

つ理由となつてゐる犯罪
はんざい

を明示する令状によらなければ、逮捕されない。 

【抑留
よくりゅう

・拘禁
こうきん

の要件、不法拘禁に対する保障】 

第三十四条 何人も、理由を直ちに告げられ、且つ、直ちに弁
べん

護
ご

人に依頼する権利を与へられ

なければ、抑留
 

又は拘禁されない。又、何人も、正当な理由がなければ、拘禁されず、要求

があれば、その理由は、直ちに本人及びその弁護人の出席する公開の法廷
ほうてい

で示
しめ

されなければ

な
 

らない。 

【住居の不可侵
ふ か し ん

】 

第三十五条 何人も、その住居、書類及び所持品について、侵
しん

入
にゅう

、捜索
そうさく

及び押収
おうしゅう

を受けるこ

とのない権利
 

は、第三十三条の場合を除いては、正当な理由に基
もとづ

いて発せられ、且つ捜索

する場所及び押収する物を明示する令状がなければ、侵
おか

されない。 

２ 捜索
 

又は押収は、権限を有する司法官憲が発する各別の令状により、これを行ふ。 

【拷問
ごうもん

及
およ

び残虐
ざんぎゃく

刑
けい

の禁止
き ん し

】 

第三十六条 公務員
こうむいん

による拷問及び残虐な刑罰
けいばつ

は、絶対にこれを禁
きん

ずる。 

【刑事
け い じ

被告人
ひこくにん

の権利】 

第三十七条 すべて刑事事件においては、被告人は、公平な裁判所の迅速
じんそく

な公開裁判を受ける

権利
 

を有する。 

２ 刑事被告人は、すべての証人
しょうにん

に対して審問
しんもん

する機会を充分に与へられ、又、公費で自己の

ために強制的
 

手続により証人を求める権利を有する。 

３ 刑事
 

被告人は、いかなる場合にも、資格を有する弁護人を依頼することができる。被告人
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が自らこれを依頼することができないときは、国でこれを附
ふ

する。 

【自己
じ こ

に不利益
ふ り え き

な自白
じ は く

供 述
きょうじゅつ

、自白の証拠
しょうこ

能力】 

第三十八条 何人
なんびと

も、自己に不利益な供述を強要されない。 

２ 強制、拷問
ごうもん

若
も

しくは脅迫
きょうはく

による自白又は不当に長く抑留
よくりゅう

若しくは拘禁
こうきん

された後の自白

は、これを証拠
 

とすることができない。 

３ 何人も、自己に不利益な唯一
ゆいいつ

の証拠が本人の自白である場合には、有罪
ゆうざい

とされ、又は刑罰
けいばつ

を科
 

せられない。 

【遡及
そきゅう

処罰
しょばつ

の禁止
き ん し

・一事不再理
ふ さ い り

】 

第三十九条 何人も、実行の時に適法
て き ほう

であつた行為
こ う い

又は既
すで

に無罪とされた行為については、

刑事
け い じ

上の責任
せきにん

を問はれない。又
また

、同一の犯罪
はんざい

について、重ねて、刑事上の責任
せきにん

を問はれな

い。 

【刑事補償
ほしょう

】 

第四十条 何人
 

も、抑留又は拘禁された後、無罪の裁判を受けたときは、法律
ほうりつ

の定めるところ

により、国
 

にその補償を求めることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

日本国憲法は、左の図のよう

に、さまざまな権利を基本的人

権として保障しています。基本

的人権は、人間が生まれながら

にして持っている、人間らしく

生きるための権利です。 

また日本国憲法には、果たさ

なければならない義務につい

ても定められています。 
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第四章 国会 

 

【国会の地位・立法
りっぽう

権
けん

】 

第四十一条 国会は、国権
こっけん

の最高機関であって、国の唯一
ゆいいつ

の立法機関である。 

【両院制
 

】 

第四十二条 国会は、衆議院
しゅうぎいん

及び参議院
さんぎいん

の両議院でこれを構成する。 

【両議院
 

の組織・代表】 

第四十三条 両議院
 

は、全国民を代表する選挙された議員でこれを組織する。 

２ 両議院
 

の議員の定数は、法律
ほうりつ

でこれを定める。 

【議員
 

及び選挙人の資格】 

第四十四条 両議院の議員及びその選挙人資格は、法律でこれを定める。但
ただ

し、人種、信条
しんじょう

、

性別、社会的身分、門地
も ん ち

、教育、財産又
また

は収 入
しゅうにゅう

によって差別してはならない。 

【衆議院議員の任期
に ん き

】 

第四十五条 衆議院
 

議員の任期は、四年とする。但し、衆議院解散の場合には、その期間満了

前に終了
 

する。 

【参議院
 

議員の任期】 

第四十六条 参議院
 

議員の任期は、六年とし、三年ごとに議員の半数を改選する。 

【選挙に関する事項
じ こ う

】 

第四十七条 選挙
 

区、投票の方法その他両議院の議員の選挙に関する事項は、法律でこれを定

め
 

る。 

【両議院議員兼職
けんしょく

の禁止
き ん し

】 

第四十八条 何人
なんびと

も、同時に両議院の議員たることはできない。 

【議員の歳費
さ い ひ

】 

第四十九条 両議院
  

の議員は、法律の定めるところにより、国庫から相当
そうとう

額
がく

の歳費を受ける。 

【議員の不
ふ

逮捕
た い ほ

特権
とっけん

】 

第五十条 両議院の議員は、法律の定める場合を除
のぞ

いては、国会の会期中逮捕されず、会期前

に逮捕された議員は、その議院の要求があれば、会期中これを釈放
しゃくほう

しなければならない。 

【議員の発言・表決
ひょうけつ

の無責任
むせきにん

】 

第五十一条 両議院の議員は、議院で行った演説
えんぜつ

、討論
とうろん

又
また

は表決について、院外で責任を問は

れない。 

【常会
じょうかい

】 

第五十二条 国会の常会は、毎年一回これを召 集
しょうしゅう

する。 

【臨時会
り ん じ か い

】 

第五十三条 内閣
ないかく

は、国会の臨時会の召集を決定することができる。いづれかの議院の総議員

の四
 

分の一以上の要求があれば、内閣は、その召集を決定しなければならない。 
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【衆議院
しゅうぎいん

の解散・特別会、参議院
さんぎいん

の緊急
きんきゅう

集会】 

第五十四条 衆議院
 

が解散されたときは、散解の日から四十日以内に、衆議院議員の総選挙を

行
 

ひ、その選挙の日から三十日以内に、国会を召 集
しょうしゅう

しなければならない。 

２ 衆議院が解散されたときは、参議院は、同時に閉会となる。但
ただ

し、内閣
ないかく

は、国に緊急の必

要があるときは、参議院
 

の緊急集会を求めることができる。 

３ 前項
ぜんこう

但書
ただしがき

の緊急集会において採
と

られた措置
そ ち

は、臨時のものであって、次の国会開会の後十

日以内に、衆議院の同意がない場合には、その効力
こうりょく

を失ふ。 

【資格争訟
そうしょう

の裁判
さいばん

】 

第五十五条 両議院は、各々
おのおの

その議員の資格に関する争訟を裁判する。但し、議員の議席を失

はせるには、出席
 

議員の三分の二以上の多数による議決を必要とする。 

【定足数、表決】 

第五十六条 両議院
 

は、各々その総議員の三分の一以上の出席がなければ、議事を開き議決す

ること
 

ができない。 

２ 両議院の議事は、この憲法に特別の定のある場合を除
のぞ

いては、出席議員の過半数でこれを

決し、可否
か ひ

同数のときは、議長の決するところによる。 

【会議の公開、会議録、表決の記載
き さ い

】 

第五十七条 両議院
 

の会議は、公開とする。但し、出席議員の三分の二以上の多数で議決した

ときは、秘密
ひ み つ

会
かい

を開くことができる。 

２ 両議院
 

は、各々その会議の記録を保存し、秘密会の記録の中で特に秘密を要すると認めら

れるもの以外は、これを公表し、且
か

つ一般に頒布
は ん ぷ

しなければならない。 

３ 出席
 

議員の五分の一以上の要求があれば、各議員の表決は、これを会議録に記載しなけれ

ばなら
 

ない。 

【役員の選任、議院規則
き そ く

・懲罰
ちょうばつ

】 

第五十八条 両議院
 

は、各々その議長その他の役員を選任する。 

２ 両議院は、各々その会議その他の手続及び内部の規律
き り つ

に関する規則を定め、又、院内の

秩序
ちつじょ

をみだした議員を懲罰することができる。但し、議員を除名
じょめい

するには、出席議員の三分

の二以上
 

の多数による議決を必要とする。 

【法律
ほうりつ

案の議決、衆議院の優越
ゆうえつ

】 

第五十九条 法律
 

案は、この憲法に特別の定めのある場合を除いては、両議院で可決したとき

法律
 

となる。 

２ 衆議院
 

で可決し、参議院でこれと異なった議決をした法律案は、衆議院で出席議員の三分

の二以上
 

の多数で再び可決したときは、法律となる。 

３ 前項
ぜんこう

の規定
き て い

は、法律の定めるところにより、衆議院が両議院の協議会を開くことを求める

ことを妨
さまた

げない。 

４ 参議院
 

が、衆議院の可決した法律案を受け取った後、国会休会中の期間を除いて六十日以

内に、議決しないときは、衆議院は、参議院がその法律案を否決
ひ け つ

したものとみなすことがで
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きる
 

。 

【衆議院
しゅうぎいん

の予算先議
せ ん ぎ

、議決予算に関する衆議院の優越】 

第六十条 予算
 

は、さきに衆議院に提出しなければならない。 

２ 予算
 

について、参議院
さんぎいん

で衆議院と異なった議決をした場合に、法律
ほうりつ

の定めるところによ

り、両議院の協議会を開いても意見が一致
い っ ち

しないとき、又
また

は参議院が、衆議院の可決した予

算を受け取った後、国会休会中の期間を除
のぞ

いて三十日以内に、議決しないときは、衆議院の

議決
 

を国会の議決とする。 

【条約
じょうやく

の承認
しょうにん

に関する衆議院の優越
ゆうえつ

】 

第六十一条 条約の締結
ていけつ

に必要な国会の承認については、前条第二項の規定を準用
じゅんよう

する。 

【議院
 

の国政調査権】 

第六十二条 両議院は、各々
おのおの

国政に関する調査を行ひ、これに関して、証人
しょうにん

の出頭及び証言
しょうげん

並
なら

びに記録の提出を要求することができる。 

【閣僚
かくりょう

の議院出席の権利
け ん り

と義務
ぎ む

】 

第六十三条 内閣
ないかく

総理
そ う り

大臣
だいじん

その他の国務
こ く む

大臣
だいじん

は、両議院の一に議席を有すると有しないとにか

かはらず、何時でも議案について発言するため議院に出席することができる。又
また

、答弁
とうべん

又は

説明
 

のため出席を求められたときは、出席しなければならない。 

【弾劾裁判所
だんがいさいばんしょ

】 

第六十四条 国会は、罷免
ひ め ん

の訴追
そ つ い

を受けた裁判官を裁判するため、両議院の議員で組織する弾

劾裁判所を設
 

ける。 

２ 弾劾に関する事項
じ こ う

は、法律でこれを定める。 

 

 

第五章 内閣 

 

【行政
 

権】 

第六十五条 行政権は、内閣に属
ぞく

する。 

【内閣の組織、国会に対する連帯責任
せきにん

】 

第六十六条 内閣
 

は、法律の定めるところにより、その首長たる内閣総理大臣及びその他の国

務大臣
 

でこれを組織する。 

２ 内閣
 

総理大臣その他の国務大臣は、文民でなければならない。 

３ 内閣
 

は、行政権の行使について、国会に対し連帯して責任を負ふ。 

【内閣総理大臣の指名、衆議院の優越
ゆうえつ

】 

第六十七条 内閣
 

総理大臣は、国会議員の中から国会の議決で、これを指名する。この指名

は、他のすべての案件
あんけん

に先だって、これを行ふ。 

２ 衆議院と
 

参議院とが異なった指名の議決をした場合に、法律の定めるところにより、両議
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院の協
 

議会を開いても意見が一致
い っ ち

しないとき、又
また

は衆議院
しゅうぎいん

が指名の議決をした後、国会休会

中の期間
 

を除いて十日以内に、参議院
さんぎいん

が、指名の議決をしないときは、衆議院の議決を国会

の議決
 

とする。 

【国務
こ く む

大臣
だいじん

の任命及び罷
ひ

免
めん

】 

第六十八条 内閣
ないかく

総理
そ う り

大臣
だいじん

は、国務大臣を任命する。但
ただ

し、その過半数は、国会議員の中から

選
 

ばれなければならない。 

２ 内閣
 

総理大臣は、任意に国務大臣を罷免することができる。 

【内閣不信任決議の効果
こ う か

】 

第六十九条 内閣は、衆議院で不信任の決議案を可決し、又は信任の決議案を否決
ひ け つ

したとき

は、十日以内に衆議院が解散されない限
か ぎ

り、総辞職
そ う じ しょ く

をしなければならない。 

【内閣総理大臣の欠
けん

缺
けつ

・新国会の召集
しょうしゅう

と内閣の総辞職】 

第七十条 内閣総理大臣が
 

欠けたとき、又は衆議院議員総選挙の後に初めて国会の召集があっ

たときは、内閣
 

は、総辞職をしなければならない。 

【総
 

辞職後の内閣】 

第七十一条 前
 

二条の場合には、内閣は、あらたに内閣総理大臣が任命されるまで引き続きそ

の職務
しょくむ

を行ふ。 

【内閣
 

総理大臣の職務】 

第七十二条 内閣
 

総理大臣は、内閣を代表して議案を国会に提出し、一般国務及び外交関係に

ついて国会に報告
ほうこく

し、並
なら

びに行政各部を指揮
し き

監督
かんとく

する。 

【内閣
 

の職務】 

第七十三条 内閣
 

は、他の一般行政事務の外、左の事務を行ふ。 

一 法律
ほうりつ

を誠実
せいじつ

に執行
し っ こう

し、国務を総理すること。 

二 外交関係を処理
し ょ り

すること。 

三 条約
じょうやく

を締結
ていけつ

すること。但
ただ

し、事前に、時宜
じ ぎ

によっては事後に、国会の承認を経ることを

必要
 

とする。 

四 法律の定める基準
きじゅん

に従
したが

い、官吏
か ん り

に関する事務を掌理
しょうり

すること。 

五 予算
 

を作成して国会に提出すること。 

六 この憲法
けんぽう

及び法律の規定
き て い

を実施するために、政
せい

令
れい

を制定すること。但し、政令には、特

にその法律の委任がある場合を除
のぞ

いては、罰則
ばっそく

を設けることができない。 

七 大赦
たいしゃ

、特赦
とくしゃ

、減刑
げんけい

、刑
けい

の執行の免除
めんじょ

及
およ

び復権
ふっけん

を決定すること。 

【法律・政令
せいれい

の署名
しょめい

】 

第七十四条 法律及び政令には、すべて主任の国務大臣が署名し、内閣総理大臣が連署
れ ん しょ

するこ

とを必要
 

とする。 

【国務
 

大臣の特典】 

第七十五条 国務大臣は、その在任中、内閣総理大臣の同意がなければ、訴追
そ つ い

されない。但

し、これがため、訴追の権利
け ん り

は、害
がい

されない。 
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第六章 司法 

 

【司
し

法
ほう

権・裁判所
さいばんしょ

、特別裁判所の禁止
き ん し

、裁判官
さいばんかん

の独立
どくりつ

】 

第七十六条 すべて司
 

法権は、最高裁判所及び法律
ほうりつ

の定めるところにより設置する下級裁判所

に属
ぞく

する。 

２ 特別裁判所は、これを設置することができない。行政機関は、終審
しゅうしん

として裁判を行ふこと

ができ
 

ない。 

３ すべて裁判官は、その良心に従
したが

い、独立してその職権
しょっけん

を行ひ、この憲法
けんぽう

及び法律にのみ

拘束
こうそく

される。 

【最高裁判所の規則
き そ く

制定権】 

第七十七条 最高裁判所は、訴訟
そしょう

に関する手続、弁護士
べ ん ご し

、裁判所の内部規律
き り つ

及び司法事務
じ む

処理
し ょ り

に関する事項
じ こ う

について、規則を定める権限
けんげん

を有する。 

２ 検察官
けんさつかん

は、最高裁判所の定める規則に従
したが

はなければならない。 

３ 最高
 

裁判所は、下級裁判所に関する規則を定める権限を、下級裁判所に委任することがで

き
 

る。 

【裁判官の身分の保障
ほしょう

】 

第七十八条 裁判官は、裁判により、心身の故障
こしょう

のために職務
しょくむ

を執
と

ることができないと決定さ

れた場合を除
のぞ

いては、 公
おおやけ

の弾劾
だんがい

によらなければ罷免
ひ め ん

されない。裁判官の懲戒
ちょうかい

処分
し ょ ぶん

は、行

政機関
 

がこれを行ふことはできない。 

【最高裁判所の裁判官、国民審査
し ん さ

、定年、報酬
ほうしゅう

】 

第七十九条 最高
 

裁判所は、その長たる裁判官及び法律の定める員数のその他の裁判官でこれ

を構成
こうせい

し、その長たる裁判官以外の裁判官は、内閣でこれを任命する。 

２ 最高裁判所の裁判官の任命は、その任命後初めて行はれる衆議院議員総選挙の際
さい

国民の審

査に付し、その後十年を経過
け い か

した後初めて行はれる衆議院
しゅうぎいん

議員総選挙の際更
さら

に審査に付し、

その後も同様
 

とする。 

３ 前項
ぜんこう

の場合において、投票者の多数が裁判官の罷免
ひ め ん

を可とするときは、その裁判官は、罷

免され
 

る。 

４ 審査
 

に関する事項は、法律でこれを定める。 

５ 最高裁判所の裁判官は、法律の定める年齢
ねんれい

に達した時に退官
たいかん

する。 

６ 最高裁判所の裁判官は、すべて定期に相当
そうとう

額
がく

の報酬を受ける。この報酬は、在任中、これ

を減額
げんがく

することができない。 
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【下級
かきゅう

裁判所
さいばんしょ

の裁判官・任期・定年、報酬
ほうしゅう

】 

第八十条 下級裁判所の裁判官は、最高裁判所の指名した者の名簿
め い ぼ

によって、内閣
ないかく

がこれを任

命する。その裁
 

判官は、任期を十年とし、再任されることができる。但
ただ

し、法律
ほうりつ

の定める年

齢に達した時
 

には退官する。 

２ 下級
 

裁判所の裁判官は、すべて定期に相当
そうとう

額
がく

の報酬を受ける。この報酬は、在任中、これ

を減額
 

することができない。 

【法令
ほうれい

審査権と最高裁判所】 

第八十一条 最高裁判所は、一切の法律、命令、規則又は処分
しょぶん

が憲法
けんぽう

に適合
てきごう

するかしないかを

決定する権限を有する終審
しゅうしん

裁判所である。 

【裁判の公開
 

】 

第八十二条 裁判の対審
たいしん

及び判決
はんけつ

は、公開法廷
ほうてい

でこれを行ふ。 

２ 裁判所が、裁判官の全員一致
い っ ち

で、公の秩序
ちつじょ

又は善良
ぜんりょう

の風俗
ふうぞく

を害
がい

する虞
おそれ

があると決した場

合には、対審は、公開しないでこれを行ふことができる。但し、政治犯罪
はんざい

、出版
しゅっぱん

に関する

犯罪又はこの憲法の第三章で保障する国民の権利が問題となってゐる事件の対審は、常
つね

にこ

れを公開
 

しなければならない。 

 

 

第七章 財政 

 

【財政処理の基本原則
 

】 

第八十三条 国
 

の財政を処理する権限は、国会の議決に基
もとづ

いて、これを行使しなければならな

い
 

。 

【課税
か ぜ い

】 

第八十四条 あらたに租税
そ ぜ い

を課
か

し、又
また

は現行の租税
そ ぜ い

を変更するには、法律又は法律の定める条
じょう

件
け ん

によることを必要とする。 

【国費
こ く ひ

の支出
ししゅつ

及び国の債務
さ い む

負担
ふ た ん

】 

第八十五条 国費
 

を支出し、又は国が債務を負担するには、国会の議決に基くことを必要とす

る
 

。 

【予算
 

】 

第八十六条 内閣は、毎会計年度の予算を作成し、国会に提出して、その審議
し ん ぎ

を受け議決を経

なけ
 

ればならない。 

【予備
よ び

費
ひ

】 

第八十七条 予見し難
がた

い予算の不足に充
あ

てるため、国会の議決に基いて予備費を設け、内閣の

責任でこれ
 

を支出することができる。 



 

18／22 

２ すべて予備
よ び

費
ひ

の支出
し し ゅつ

については、内閣
ないかく

は、事後に国会の承諾
しょうだく

を得なければならない。 

【皇室
こうしつ

財産・皇室の費用】 

第八十八条 すべて皇室財産は、国に属
ぞ く

する。すべて皇室の費用は、予算に計上して国会の議

決を
 

経なければならない。 

【 公
おおやけ

の財産の支出又
また

は利用の制限
せいげん

】 

第八十九条 公金
こうきん

その他の公の財産は、宗教上の組織若
も

しくは団体の使用、便益
べんえき

若しくは維持
い じ

のため、又は公の支配に属しない慈善
じ ぜ ん

、教育若しくは博愛
はくあい

の事業に対し、これを支出し、又

はその利用
 

に供してはならない。 

【決算検査
け ん さ

、会計検査
かいけいけんさ

院
いん

】 

第九十条 国の収 入
しゅうにゅう

支出の決算は、すべて毎年会計検査院がこれを検査し、内閣は、次の年

度に、その検査報告
ほうこく

とともに、これを国会に提出しなければならない。 

２ 会計検査院の組織及び権限
け ん げん

は、法律
ほうりつ

でこれを定める。 

【財政状 況
じょうきょう

の報告】 

第九十一条 内閣は
 

、国会及び国民に対し、定期に、少くとも毎年一回、国の財政状況につい

て報告し
 

なければならない。 

 

第八章 地方自治  

 

【地方自治の
 

基本原則】 

第九十二条 地方公共団体の組織及び運営に関する事項
じ こ う

は、地方自治の本旨
ほ ん し

に基
もとづ

いて、法律で

これ
 

を定める。 

【地方公共団体の機関、その直接
ちょくせつ

選挙】 

第九十三条 地方公共団体に
 

は、法律の定めるところにより、その議事機関として議会を設置

する
 

。 

２ 地方公共団体の
 

長、その議会の議員及び法律の定めるその他の吏員
り い ん

は、その地方公共団体

の住民が、直接これ
 

を選挙する。 

【地方公共団体の権能
けんのう

】 

第九十四条 地方公共団体は、その財産を管理し、事務
じ む

を処理
し ょ り

し、及び行政を執行
し っ こう

する権能
けんのう

を

有
ゆう

し、法律の範囲内で条令
じょうれい

を制定することができる。 

【特別法の
 

住民投票】 

第九十五条 一の地方公共団体のみに適用
てきよう

される特別法は、法律の定めるところにより、その

地方公共団体の
 

住民の投票においてその過半数の同意を得なければ、国会は、これを制定す

ること
 

ができない。 
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第九章 改正 

 

【改正の
 

手続、その公布
こ う ふ

】 

第九十六条 この憲法
けんぽう

の改正は、各議院の総議員の三分の二以上の賛成
さ ん せい

で、国会が、これを発

議し、国民に提案しての承認
しょうにん

を経なければならない。この承認には、特別の国民投票又は

国会の定める選挙の際
さい

行はれる投票において、その過半数の賛成
さんせい

を必要とする。 

２ 憲法改正について前項
ぜんこう

の承認を経たときは、天皇
てんのう

は、国民の名で、この憲法と一体を成す

も
 

のとして、直ちにこれを公布する。 

 

 

第十章 最高法規  

 

【基本的人権
じんけん

の本質】 

第九十七条 この憲法が日本国民に保障
ほしょう

する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得
かくとく

の努

力の成果であって、これらの権利
け ん り

は、過去
か こ

幾多
い く た

の試練
し れ ん

に堪
た

へ、現在及
およ

び将来の国民に対し、

侵
おか

すことのできない永久
えいきゅう

の権利として信託
しんたく

されたものである。 

【最高法規
ほ う き

、条約
じょうやく

及び国際法規の遵守
じゅんしゅ

】 

第九十八条 この憲法は、国の最高法規であって、その条規
じょうき

に反する法律
ほうりつ

、命令
めいれい

、詔 勅
しょうちょく

及び

北本市議場 
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国務
こ く む

に関するその他の行為
こ う い

の全部又
また

は一部は、その効力
こうりょく

を有しない。 

２ 日本国が締結
て い けつ

した条約
じょうやく

及び確立された国際法規は、これを誠実
せいじつ

に遵守
じゅんしゅ

することを必要
ひ つ よう

と

する。 

【憲法
けんぽう

尊重
そんちょう

擁護
よ う ご

の義務
ぎ む

】 

第九十九条 天皇
てんのう

又は摂政
せっしょう

及び国務
こ く む

大臣
だいじん

、国会議員、裁判官
さ い ば んか ん

その他の公務
こ う む

員
いん

は、この憲法を尊

重し
 

擁護する義務を負ふ。 

 

 

第十一章 補則 

 

【憲法施行
し こ う

期日、準備
じゅんび

手続】 

第百条 この憲法は、公布
こ う ふ

の日から起算して六箇月
か げ つ

を経過
け い か

した日から、これ
 

を施行する。 

２ この憲法を施行するために必要な法律
ほうりつ

の制定、参議院
さんぎいん

議員の選挙及び国会召 集
しょうしゅう

の手続並
なら

びにこの憲法を施行するために必要な準備手続は、前項
ぜんこう

の期日よりも前に、これを行ふこと

ができ
 

る。 

【経過規定―参議院未成立の
 

間の国会】 

第百一条 この
 

憲法施行の際、参議院がまだ成立してゐないときは、その成立するまでの間、

衆議院
しゅうぎいん

は、国会としての権限
けんげん

を行ふ。 

【同前―第一期参議院議員の
 

任期】 

第百二条 この
 

憲法による第一期の参議院議員のうち、その半数の者の任期は、これを三年とす

る。その
 

議員は、法律の定めるところにより、これを定める。 

【同前―公務員
こうむいん

の
 

地位】 

第百三条 この憲法施行の際現に在職
ざいしょく

する国務大臣、衆議院
しゅうぎいん

議員及び裁判官
さいばんかん

並びにその他の公

務員で
 

、その地位に相応する地位がこの憲法で認められてゐる者は、法律で特別の定めをし

た場合を除
のぞ

いては、この憲法施行のため、当然にはその地位を失ふことはない。但
ただ

し、この

憲法に
 

よって、後任者が選挙又は任命されたときは、当然その地位を失ふ。 
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世界連邦平和都市宣言 

 

第三次世界大戦を防止し、原水爆のおそれのない永久平和を実現すること

は、全人類が切実に念願するところである。 

よって、われわれは世界連邦建設の趣旨に賛同し、全世界の人々と手を携え

て、人類永遠の平和確立のため努力する平和都市
と し

であることを宣言
せんげん

する。 

 

昭和 61 年（1986 年）6月 16 日 北本市議会決議 

 

北本市非核平和都市宣言 

 

わたしたちは、平和と民主主義を基調とする日本国憲法のを堅持する精神を

堅持する。 

 わたしたちは、非核三原則が厳守されることを強く要請する。 

わたしたちは、世界中の核兵器が速やかに廃絶されるよう、あらゆる可能な

運動を展開する。 

わたしたちは、戦争に反対し、平和を願うすべての市民の心を結集し、北本

市が｢非核平和都市｣であることを宣言する。 

 

昭和 61 年（1986 年）6月 16 日 北本市議会決議 

 

北本市人権尊重都市宣言 

 

わたくしたちは「人は生まれながらにして平等である」という考えのもと、人

権・性別・民族・宗教・社会的地位の違いを理由とした、いかなる差別もない平

等で明るい社会を実現するため北本市が「人権尊重都市」であることを宣言す

る。 

 

平成 6年（1994 年）9月 29 日 北本市議会決議 
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北本市児童憲章 

「北本っ子未来へのちかい」 

わたくしたちは、緑にかこまれた北本の未来のために、明るく、たくま

しく、自分の道を進んでいくことを約束し、ここに「北本っ子未来へのちか

い」を定めます。 

いのち・健康 

●すべての命を大切にし、元気に自分らしく生活します。 

夢・希望 

●夢をかなえるため、未来に向かって挑戦します。 

友情・思いやり 

●相手の気持ちを考え、友だちの輪を広げていきます。 

感謝・礼儀 

●感謝の心を持ち、大きな声であいさつをします。 

自然・ふるさと 

●緑いっぱい、ふれあいいっぱいの北本をつくります。 

 

平成 13 年（2001 年）10 月 25 日制定 

 

北本市男女共同参画都市宣言 

 

わたしたちは 

互いに人権を尊重し、責任を担い 

性別にとらわれることなく 

世代を超えて 

多様な生き方を認め合い 

家庭 学校 地域 職場で 

自分らしく輝き 

心豊かにいきいきと 

暮らせるまち北本市を築くため 

ここに「男女共同参画都市」を宣言します。 

 

平成 18 年（2006 年）11 月 19 日 北本市 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

北本市民憲章 
 

わたくしたちは、北本市民であることに誇りと 

責任をもち、緑にかこまれた健康な文化都市を 

きずくため、ここに市民憲章を定めます。 

 

わたくしたちは 

郷土を愛し 自然を大切にします 

健康を願い 思いやりの心を育てます 

教養を高め きまりを守ります 

 

昭和５６年（1981年）１１月３日制定 

 

発行  : 埼玉県北本市 

発行日 : 令和４年（202２年）４月 

編集  : 市民経済部 市民課 

 


